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1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
年度 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
財政調整基金 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122 74 73 89 92 86
減債その他の基金 340 610 807 649 843 771 597 525 511 539 676 656 670 452 401 289



















図 6　鳥取県日野町の財政推計（2005 年～ 2022 年）
現状の行政サービスをつづけた場合の推計
























































































































































（１ ）児童手当負担金－国の負担割合を2 ／ 10から1 ／ 10に引き下げることによって1,578億円の
削減
（２ ）児童扶養手当負担金－国の負担割合を3 ／ 4から1 ／ 3に引き下げることによって1,805億の
削減
（３ ）義務教育費国庫負担金－国の負担割合を1 ／ 2から1 ／ 3に引き下げることによって12,858億
円の削減






































































































































































































































































































































































（25） 詳しくは，藤田安一「道州制と現代地方自治の危機」（『都市問題研究』第58巻 第9 号、2006年）を参照。
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